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研究成果の概要：1967 年ポンド切下げに至る国内政治過程と対外関係に焦点を当て、国際収

支・為替危機の深刻化に伴い、首相や蔵相、外相といった主要政治アクターの選考や力関係の

変容を分析した。ポンド切下げ vs.デフレ政策という閣内対立は、首相官邸、大蔵省、経済問

題省という３機関間の経済政策の立案をめぐる軋轢を反映していたこと、また対外的には、ポ

ンド切下げを求めるアメリカからの要請や圧力が作用していたことを明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 
 
 第２次大戦による疲弊の結果として戦後
直後に断行された 1949 年のポンド切下げを
別にして、その後イギリスは２度のポンド危
機に直面した。第１は、ウィルソン労働党政
権による 1967 年ポンド切下げであり、第２
は、メージャー保守党政権下の 1992 年の ERM
（為替相場メカニズム）からのポンド離脱で
ある。二つのポンド危機は、国際通貨として
のポンドの没落が名実共に明確になり、国際
政治経済の変容に対する従属変数にすぎな
くなったイギリスが、それへの対応過程で政

策転換や国内政治経済体制の再編を迫られ
た象徴的な出来事であった。 

科学研究費基盤研究(C)「ポンド危機の政
治経済学的研究－ポンド ERM離脱をめぐる国
内要因と国際要因の交錯」（2005～2006）に
おいて、1992 年のポンド ERM 離脱過程に焦点
をあて、通貨統合をめぐる国際レベルの交渉
と為替市場の動向が、国内の政治的・社会的
諸勢力の選好や力関係にどのような影響を
与えたのかを考察した。本研究は、そこで明
らかになった知見を踏まえ、戦後におけるポ
ンド危機の最初の事例とも言える 1967 年ポ
ンド切下げに遡って、国内的、国際的な政治



経済学的視点からイギリスにおける国家－
資本関係、金融－産業資本関係、労使関係等
の制度的特徴を考察することを企図した。 
 
 
２．研究の目的 

 
本研究の目的は、ウィルソン労働党政権

による1967年のポンド切下げに焦点を当て、
その過程を国内要因と国際要因の両者を交
錯させつつ、政治経済学的視点から分析す
ることにある。 
 
(1)ポンド切下げをめぐる政府内政治決定
過程に焦点をあて、国際収支・為替危機の
深刻化に伴い、首相や蔵相、外相といった
政治的アクターの選好や力関係がどのよう
に変化していったのか明らかにする。特に、
ウィルソン首相を中心に当時の労働党の主
流派を形成していた、テクノクラート集産
主義の政治経済的理念や政策志向を、クロ
スランドに代表される社会改革主義的な修
正主義派のそれと比較しつつ解明する。 
 
(2)政府内の政治的アクターの選好や力関
係だけでなく、イギリス産業連盟(CBI)やシ
ティを中心とする金融セクター、さらにTUC
といった社会的集団を分析の対象とし、ポ
ンド危機の深刻化という国際政治経済の変
化が、これらの社会的諸勢力の選好や力関
係にどのような影響を与えたのかを明らか
にする。 
 
(3)近年の比較政治経済学は、グローバル化
やヨーロッパ化等、国際政治経済変化の国内
政治経済への影響は、国内政治連合や国内の
制度に媒介されて、多様であることを明らか
にしている。中でも近年注目されるのが、「多
様な資本主義論」（varieties of capitalism）
と総称される、生産レジームに着目した研究
である。資本主義の類型をどのように捉える
かが問題とされているが、イギリスはアメリ
カと同じように、自由主義的市場経済と特徴
付けられることが多い。しかし、果たしてそ
うした類型化が妥当かどうか。比較の視座を
踏まえつつ、自由主義レジームのイギリス的
特徴を明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
(1)パットナム（Robert Putnam）の「２レベ
ルゲーム」を起点に、「第２イメージ論」や
「逆第２イメージ論」など、国内政治と国際
関係の相互作用に関する国際政治経済論の理
論モデルを検討する。 
 
(2)金融統合が国内の社会勢力毎にいかに異

なった影響を与えるのか、金融統合・為替政
策に対する国内社会諸勢力の選好の相違や政
治的連合の可能性を分析したフリーデンの研
究や、制度論の視点から、グローバル化の影
響が国内の社会経済制度と政治制度によって
媒介されると論じるギャレットとランゲの研
究を批判的に検証する。そして、これらの研
究が対象とする事例分析から得られた知見も
踏まえ、ポンド切下げという本研究が対象と
する事例研究にこうした分析枠組みを適用す
ることの意味と問題点を考察する。 
 
(3)上述のような国際政治経済理論の批判的
検討と併せて、本研究が対象とするウィルソ
ン政権（1964-70 年）に関する考察を行う。
その場合、第２次大戦後以後の戦後政治経済
体制の成立・展開という文脈の中で、ウィル
ソン政権の政策理念や現実の政策展開がど
のように位置づけられるのかを考察する。 
 
 
 
４．研究成果 
 
(1)20世紀の初頭以来、イギリス経済は長期衰
退の過程にあった中で、1950年代後半から60
年代初頭は、相対的に良好な経済成長を記録
し、完全雇用とケインズ主義的経済政策、所
得再分配的社会政策を中心とする「合意の政
治」によって特徴付けられた。事実、1964年
に成立したウィルソン労働党政権は、経済成
長を梃子に経済の現代化を政権の主要目標と
し、生産性の上昇、国際競争力の強化による
「新しい英国」を標榜した。しかし、ナショ
ナル・プランに象徴される経済計画化構想は、
1967年のポンド切下げとその後に導入された
緊縮政策によって、破棄され、挫折を余儀な
くされる。ポンド切下げは、1950年代後半以
来の景気拡大・経済成長政策から、戦後最も
厳しい後退局面への分岐点に位置するだけで
なく、国際収支・為替危機に国内経済が決定
的な影響を受けた戦後以来最初の事例となっ
た。 
 
 
(2)1967年のポンド切下げに至る構造的要因
は、何よりもイギリス経済の国際競争力の弱
さにあった。その意味で、ポンドの没落は、
イギリスが国際政治経済の変容に対する単な
る従属変数に過ぎなくなったことを示すと同
時に、特に、ポンド地域である英連邦のリー
ダーシップを通じて世界強国としての地位を
確保するという幻想が如実に崩壊したことを
示していた。1956年のスエズ危機が、英連邦
の重要性低下と大西洋同盟・ヨーロッパとの
関係強化へというイギリス外交政策上の転換
点であったとすれば、1967年のポンド切下げ



は、国際通貨としてのポンドの地位低下と相
俟って、イギリスの国際政治経済上における
重要な転換点と位置づけられる。 
 
(3)1960年代における国際収支の恒常的な不
均衡は、戦後以来の「合意の政治」を支えて
いた、完全雇用と自由な団体交渉の両立を許
さず、労働組合・労使関係制度に関する1968
年のドノヴァン委員会報告、そして1969年の
政府白書『闘争に代えて』（In Place of 
Strife）に至る、労使関係改革をクローズア
ップさせることになる。事実、非公認ストの
多発に象徴される、イギリス労働組合運動の
分権性と断片化、たこつぼ的職場闘争主義な
ど、内外を問わず多くの研究がイギリス労働
組合運動やイギリス労使関係の特徴を解明す
ることに傾注してきた。この点については、
本研究代表者も1970年代以降の社会契約と称
される政治的交換の挫折要因を分析する過程
で、イギリス労働組合運動のこうした構造的
問題を明らかにしてきた。本研究では、労働
セクターや政府－労働関係に焦点化される傾
向の強かったこれまでの研究に対して、ポン
ド防衛やポンド切下げに示される、イギリス
における政府－資本関係の制度的特質とそれ
が国内政治経済にどのような影響を与えてい
るかを検証した。 
 
(4)国内の研究状況について言えば、1967年の
ポンド切下げを対象とした政治経済学的研究
は、充分には行われてこなかった。1960年代
のウィルソン政権時代を問題にした研究につ
いては、政権の政策全体を概観する形でその
理念と現実の展開を分析した犬童一男「福祉
国家と社会民主主義－第４次イギリス労働党
政権の現代化政策」犬童一男他編『戦後デモ
クラシーの安定』（岩波書店、1989年）を除け
ば、大半の研究がイギリスの労働組合運動の
特徴とそれがもたらす問題性を究明すること
に傾注してきた。 
 
(5)海外での研究としては、S. Strange, 
Sterling and British Policy: a political 
study of an international currency in 
decline, Oxford University Press, 1971が
挙げられる。同書は問題関心や分析手法の点
で本研究と共有するところが多いが、1960年
代前半までの問題状況を分析するに終わって
いる。さらに、Jim Tomlinson, The Labour 
governments 1964-1970, Vol. 3, Economic 
Policy, Manchester University Press, 2004 
がある。この研究は、1960年代ウィルソン政
権の経済社会政策を分析しているが、個々の
政策の内容分析に終始し、政策決定過程が充
分明らかにされていないだけでなく、ポンド
切下げをめぐる政治過程も国内・国際政治経
済学的視点から対象化されていない。本研究

の成果は、1992年のポンドERM離脱をめぐる事
例研究の成果を踏まえ、戦後における重大な
ポンド危機である1967年のポンド切下げを対
象として、わが国のイギリス政治研究では行
われてこなかった国際政治経済学という新し
い研究領域を切り開きくことを企図している。 
 
(6)まず1967年のポンド切下げをめぐる政府
内政策決定過程に焦点を当て、国際収支・為
替危機の深刻化に伴い、首相や蔵相、外相と
いった主要政治的アクターの選好や力関係が
どのように変化していったのか、この点に関
する資料集と分析を行った。国際収支の悪化
と1966年５月の海員組合ストを直接の契機と
する経済危機に対し、閣内では、ブラウン経
済問題相や後の蔵相ロイ・ジェンキンズらが
ポンド切下げを主張したのに対して、ウィル
ソン首相とキャラハン蔵相は、デフレ政策を
主張した。こうした内閣分裂は、ウィルソン
政権下の経済政策の立案が、首相官邸、大蔵
省、経済問題省の３機関に分かれていたこと、
そのことによる三者間での調整欠如と軋轢を
反映していた。当初、首相と蔵相の主張する
デフレ政策が採用されたが、それは経済政策
上の理由からではなく、1949年のアトリー政
権下のポンド切下げから労働党政権に対する
経済運営能力の評価低下を避けたいという政
治的要因に因るものであったことを明らかに
した。 
 
(7)次に、1967年ポンド切下げに至る国内政治
過程と対外的関係との関連に焦点を当て、こ
の点に関する資料収集と分析を行った。1967
年11月のポンド切下げは、同年5月に行われた
EECへの２回目の加盟申請と連動しており、英
連邦、アメリカ、ヨーロッパという戦後イギ
リス外交政策を基礎づけてきた「３つの輪」
ドクトリンの軸足が揺らぎ始めたことを示す
、いうなれば結節点に位置する事例としての
意義をもった。当初、ウィルソン首相がポン
ド切下げに反対し、デフレ政策を主張してい
たのは、1949年のアトリー政権によるポンド
切下げの記憶から、通貨切下げが「社会主義
政党の『処方箋』」と見なされることを避けた
いという点に加え、海外に居住するポンド資
産保有者との長期的関係、すなわち英連邦と
の関係を維持したいというのが、より本質的
な理由であった。他方、ブラウン経済問題相
は、イギリスが世界的役割を保持し続けるに
は、EECに加盟すべきであり、EEC加盟前にイ
ギリス経済を整理するためには、ポンド切下
げを行う必要があると主張していた。最終的
にウィルソン政権はポンド切下げに踏み切る
が、そこには、ドル防衛の手段としてポンド
切下げを求めるアメリカからの要請や圧力が
作用していたことが明らかになった。そして
、ポンド切下げ断行は、結果的に、EEC加盟交



渉を継続させる、前提条件でありかつ原動力
となった。まさにポンド切下げは、戦後イギ
リスが対英連邦の関係から、対ヨーロッパ関
係へと外交政策の比重を高めていく象徴的な
事例であったことが明らかになった。 
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